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はじめに
ブータン王国（Kingdom of Bhutan，以下ブータン）は，1907年の建国以来一貫して隣国を除いた
外部との接触が稀少であったことに加え，1974年に観光旅行客の入国を認めて以降も，公定料金制
度をはじめとした各種政策によって外国からの影響を制限するように努めてきた。それゆえ，同国に
関する教育研究は周辺諸国を舞台にしたものに比べて多くはなく，同国の教育研究は未だ萌芽的な
領域だと言える。国内外の研究者による研究成果物は 1990年代前半より提出されはじめ，Bray（１），
Jagar Dorji（２），Singye Namgyel（３），宮本（４），杉本（５）による論文や報告書が代表的なものとして挙げ
られるが，これらの先行研究は，A）1990年代以降の教育制度や教育内容分析の蓄積はあるが実証研
究が乏しい，B）調査地の選定が偏っておりブータンの地域多様性を示していない，C）時系列を追
いながら近代学校教育を巡る諸相を詳細に描写・分析した研究がなされていない，といった課題を内
包している。
筆者は特に上記 Cの課題に着目し，ブータンにおいて一般に開かれた近代学校教育（６）が導入され
た 1950年代から現在に至る約 60年間の近代学校教育史を仔細に解明する研究を実施している。これ
まで，拙稿（７）によって 1950年代，1960年代の教育事情や教育政策の特徴や明らかにし，特に 1960
年代後半のブータンにおける教育政策に関しては，当時の国家開発の基本計画であった第 2次 5ヵ年
計画（1966～ 1971年）の分析をもとに，手厚い留学支援体制，手厚い国内就学支援体制，国内での
人材育成に向けた各学校の整備，教育の質的向上の重視といった特徴を見出すことができた（８）。そ
れでは，これらの教育政策はその後どの程度達成され，どのように国家開発に活かされたのか。ま
た，これらの教育政策は継続して 1970年代にも採用されていたのか否か。本稿の目的は，上記の疑
問に回答を付与するため，1970年代（前半）のブータンにおける教育政策の特徴を第 3次 5ヵ年計
画（1971～ 1976年）の分析を通して明らかにすることである（９）。
1970年代前半のブータンは，1971年 9月の国際連合加盟，1972年 7月の第 3代国王ジグメ・ドル
ジ・ワンチュク（Jigme Dorji Wangchuck，在位 1952～ 1972年）の崩御及び第 4代国王ジグメ・シ
ンゲ・ワンチュク（Jigme Singye Wangchuck，在位 1972～ 2006年）の即位，1974年の第 4代国王
の戴冠及び外国人観光客の受入開始，そしてその翌年には自国同様チベット仏教が浸透し，かつ最も
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繋がりの強かった隣国シッキム王国（Kingdom of Sikkim）（10）のインド併合と，国内の政情及び対外
的な繋がりに大きな変化が生じていた。この変革の時期のブータンを取り扱った研究には Rose（11）や
Rustomji（12）による政治研究が代表的なものとして挙げられるが，近代学校教育に関して集中的に取
り上げたものは管見の限り見当たらない。Tandin Wangmoら（13）や Ueda（14）の研究に当時のブータン
における教育の断片が登場するものの，あくまで紹介程度の記述に留まっておりそこから当時の教育
事情・教育政策を深く理解することは困難を極めるため，本稿には一定の意義が認められる。
また，本稿は特に「伝統と近代の共存」というテーマに着目する。ブータンは，1980年代に近代
化を推進するうえで伝統的価値観・文化の保護を重視する国家開発政策を打ち出したが，1980年代
以前には「伝統と近代の共存」をどう考え，どう教育政策に反映させてきたのかを追究したい。第 2
次 5ヵ年計画には，近代学校教育及び近代的生活の影響によるブータンの伝統を色濃く反映させた文
化遺産喪失の危機がはっきりと謳われており，当時既に近代学校教育の拡充と伝統的価値観・文化
の保護の背反性が問題視されていたことが理解できるが（15），それ以降の状況はどうだったのであろ
うか。
本稿の構成は以下の通りである。まず第 1節において，第 3次 5ヵ年計画の内容を概観すると同時
に，教育に関連する章・項目の要点を描出する。続く第 2節において，主に同計画と第 2次 5ヵ年計
画の記述の比較を通して，1970年代前半の教育政策の特徴を明らかにする。
１．第 3次 5ヵ年計画の教育政策
第 3次 5ヵ年計画は全 9章から構成されており，予算はそれぞれの章＝部門ごとに配分されている
（表 1，表 2参照）（16）。中国とインドという 2大国と国境を接しているブータンの国家開発は，中国
を牽制するインドの全面的な援助・協力のもとに開始された経緯があり，第 1次 5ヵ年計画（1961～
1966年）及び第 2次 5ヵ年計画は，インドの計画委員会（Planning Commission）の全面的な指導の
下で策定・実施され，運営資金のそれぞれ 100.0％，98.9％をインドからの財政援助に頼っていた（17）。
第 3次 5ヵ年計画からは，国際連合加盟を果たすとともにインドへの完全なる依存体制からの脱却を
目指したブータンの計画委員会が策定にあたっており，第 3次 5ヵ年計画はブータン人の手によって
作られた初の開発計画と位置づけられよう。同計画は 1971年からの 5ヵ年計画とされているが，実
際に運用が開始されたのは，1972年 3月に当時皇太子であった後の第 4代国王が計画委員会の議長
に就任した（18）翌月のことである（19）。
第 1次 5ヵ年計画及び第 2次 5ヵ年計画の重要な目標は道路建設をはじめとした基礎的インフラの
整備であった。教育に関しては，第 1次 5ヵ年計画開始時に 59校存在した学校は，第 2次 5ヵ年計
画終了時には 102校（うち中学校（junior high school）15校，高等学校（high school）4校，パブリッ
ク・スクール（public school）（20）2校）に増え，就学者数は 3,000人から 9,000人に増加したとされて
いる（21）。また，留学支援体制の増強により，隣国インドへの留学生は140人から500人に増加した（22）。
その他，国内にはシムトカ（Simtokha）（23）に言語文化学校（24）が，カルバンディ（Kharbandi）に技術
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学校（25）が，サムツェ（Samchi）に教員養成校（26）が開校した。
農作物（換金作物）の生産向上，家畜の品質向上，インフラ整備，国内産業の振興，都市開発等，
第 3次 5ヵ年計画には 10に及ぶ全体目標が掲げられているが，そのうちのひとつに「量よりも質を
重視し，教育設備・施設を改善する」との一文が見られ（27），教育開発を推進する意気込みが読み取
れる（28）。教育予算は一般教育 6,330万インドルピーと技術教育 875万インドルピーを合計すると 7,205
万インドルピーが計上されており，単体で最も多くの予算が計上されている道路建設の額（6,910万
インドルピー）を凌いでいる（表 2参照）。
教育政策は保健や上下水道設備等と並び第 8章「社会福祉」内で扱われており，第 8章内には，第
3次 5ヵ年計画の全体目標のひとつ「量よりも質を重視し，教育設備・施設を改善する」ための具体
的な計画として，以下の 9つが挙げられている（29）。
表 1　第 3次 5ヵ年計画の構成
第 1章 導入（Introduction）
第 2章 第 3次 5ヵ年計画（Third Five Year Plan）
第 3章 農業計画（Agricultural Programmes）
3.1　農業生産（Agricultural Production）
3.2　小規模灌漑（Minor Irrigation）
3.3　土壌管理（Soil Conservation）
3.4　畜産（Animal Husbandry）
3.5　森林（Forests）
第 4章 協同組合（Co-operation）
第 5章 電力（Power）
第 6章 産業・鉱山業（Industry and Mining）
第 7章 輸送・通信（Transport and Communication）
7.1　道路、橋、休憩所等建設（Roads, Bridges, Rest Houses etc.）
7.2　道路輸送（Road Transport）
7.3　郵便・電信（Posts and Telegraphs）
7.4　観光（Tourism）
第 8章 社会福祉（Social Services）
8.1　一般・技術教育（General and Technical Education）
8.2　保健（Health）
8.3　上下水道設備（Water Supply and Sanitation）
8.4　都市開発（Urban Development）
第 9章 その他（Miscellaneous）
9.1　出版・新聞（Publicity and Press）
9.2　統計（Statistics）
9.3　開発庁（Development Headquarters）
9.4　首都計画（Capital Project）
9.5　遺跡の保護・保全（Protection and Preservation of Ancient Monuments）
出典）Ministry of Development, RGoB （1972） Third Five Year Plan 1971–1976, Thimphu: RGoB.
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①  教育の量よりも教育の質を重視する。この目標を達成するために，すべての学校に適切な訓
練を受けた教員，及び教室，職員用宿舎を供給する。
②  生徒の出席率が低い小学校を閉鎖する。良い（筆者注：出席率が高い）小学校を中学校に格
上げする。より多くの出席者を確保するため，中学校において寄宿施設を提供する。
③  既存の高等学校を中央学校に置き換える。この計画の下で，国内の主要な場所に 9つの中
表2　第 3次 5ヵ年計画の予算案（10万 Rs.）
部　　　門 予算案 割　合
1 農業計画（Agricultural Programmes） 778.98 22.0％
1.1　農業生産（Agricultural Production）
1.2　小規模灌漑（Minor Irrigation）
1.3　土壌管理（Soil Conservation）
1.4　畜産（Animal Husbandry）
1.5　森林（Forests）
368.98
100.00
25.00
125.00
160.00
2 協同組合（Co-operation） 18.02 0.5％
3 電力（Power） 248.00 7.0％
4 産業・鉱山業（Industry and Mining） 163.35 4.6％
4.1　大規模・中規模産業（Large and Medium Industries）
4.2　鉱 物開発（Mineral Development）
4.3　村・小規模産業（Village and Small Industries）
43.33
3.00
117.02
5 輸送・通信（Transport and Communication） 907.00 25.5％
5.1　道路建設（Roads）
5.2　道路輸送（Road Transport）
5.3　郵便・電信（Posts and Telegraphs）
5.4　観光（Tourism）
691.00
69.00
130.00
17.00
6 社会福祉（Social Services） 1,085.50 30.6％
6.1　一般教育（General Education）
6.2　技術教育（Technical Education）
6.2　保健（Health）
6.3　上下水道設備（Water Supply and Sanitation）
6.4　都市開発（Urban Development）
633.00
87.50
286.00
59.00
20.00
7 その他（Miscellaneous） 349.15 9.8％
7.1　出版（Publicity）
7.2　統計（Statistics）
7.3　開発庁（Development Headquarters）
7.4　首都計画（Capital Project）
7.5　 遺跡の保護・保全（Protection and Preservation of Ancient Monuments）
7.6　 インド代表事務所内の計画チーム 
（Planning Cell in the office of the Representative of India）
27.00
5.00
100.00
200.00
15.00
2.15
合計 3,550.00 100.0％
出典） Ministry of Development, RGoB （1972） Third Five Year Plan 1971–1976, Thimphu: RGoB, pp. 7–8より筆
者作成。
　注）Rs.＝インドルピー。
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央学校が設立される。各学校には，設備の整った寄宿寮が設置される。これらの学校では最
新の教材が活用される。理科教育のための施設・設備は，選ばれた中央学校において拡張さ
れる。
④  カンルン（Kanglung）とティンプー（Thimphu）にある既存のパブリック・スクールを拡大
し，より多くの生徒を入学させる。
⑤  ティンプーにて大学（Degree College）を開設する。文系と理系の科目が設置され，高度な
専門性を有する教員が教授にあたる。理科実験室には，最新の器具一式が備えられる。
⑥  技術者に対するニーズを満たすため，カルバンディの既存の技術学校を拡大し，東部のデオ
タン（Deothang）において新たな技術学校を開設する。
⑦  サムツェの教員養成校を拡大し，第 3次 5ヵ年計画中に多くの教員を輩出する。
⑧  既存のスタッフに加え上級の書き手（senior writer）（30）を任命することにより，国語（national 
language）（31）で，主題の異なるより多くの本を出版・翻訳することを可能にする。
⑨  手当・奨学金の支給のための既存の制度を継続する。ティンプーに大学が設置されることに
よって，この制度の下でインドに留学する学生数は徐々に減少する。
以下，第 3次 5ヵ年計画の教育政策に関する部分の要点を描出し（32），次節において 1970年代前半
の教育政策の特徴を示す。
1．指揮系統
この計画の下で官庁（establishment）は，教育に関わるプログラムの全体的な監督を実施する。
2．小学校
第 1次及び第 2次 5ヵ年計画の間に，83の小学校が国の様々な場所に設立された（33）。しかしな
がら，そのうち約 30校の生徒数は落胆させられるものであると言える。したがって，出席者が 30
人に満たない小学校は閉鎖する。このようにして，約 30の小学校は閉鎖されなければならない。い
くつかの良い小学校は中学校に格上げすることが提案されている。
3．中学校
既存の 15の中学校のうち，8校は中央学校に格上げされようとしている。いくつかの小学校は中
学校として格上げすることが提案されている。第 3次 5ヵ年計画中に，中学校は合計 11校になるで
あろう。
4．中央学校
これまでは，必要と考えられた際に中学校を高等学校（high secondary school）へと格上げして
16 1970年代前半のブータンにおける近代学校教育政策の特徴（平山）
きた。しかしながら，時間の経過の中ですべての中学校を高等学校に格上げする代わりに，国内のい
くつかの地を中央学校の設置場所に選定するほうが，より多くの学校を全土に広げるよりも，限られ
た資源を活用し努力を集中するという点で有利である。中学校を高等学校に格上げする既存の計画
は，新たな方向性を与えられる。既存の高等学校は中央学校に再設計される。既存の中央学校（高等
学校）を含め，第 3次 5ヵ年計画終了までに中央学校は以下の場所に設置される。
ティンプー，パロ（Paro），サムツェ，サルパン（Sarbhang），モンガル（Mongar），タシガン
（Tashigang），プナカ（Punakha），シェムガン（Shemgang），ルンツェ（Lhuntshi）
設立された中央学校のいくつかは，将来的にパブリック・スクールに転換されるであろう。
5．ティンプー大学
教育の量的拡大に従い，高等教育のニーズに応えるために国内に大学を設置する必要性を感じてい
る。この大学はティンプーに設立することが提案されている。はじめに人文学部が開設され，同学部
の下に，ゾンカ（Dzongkha）（34）学科，ネパール語学科，英語学科，歴史学科，経済学科，政治学科，
哲学科を導入することが提案されている。
6．パブリック・スクール
国王陛下（筆者注：第 3代国王）の指揮の下，第 1次 5ヵ年計画の最終年にティンプーにてパブ
リック・スクールが開校した。ブータン東部の人々のニーズを考慮し，第 2次 5ヵ年計画中にカン
ルンにもうひとつのパブリック・スクールが開校した。これら 2つのパブリック・スクール開設の
主たる目的は，シニア・ケンブリッジ（Senior Cambridge）もしくは同等の試験を受験する生徒を
訓練することであった。これら 2つの学校の教育は，インドや国外のパブリック・スクールと同じ
様式である。学校及び寄宿寮建設は，ティンプーではまだ進行中であるのに対し，カンルンでは多か
れ少なかれ完了した。これら2つの学校の予想される入学者数は，各学校それぞれ225人（1972年），
250 人（1973 年），275 人（1974 年），300 人（1975 年），325 人（1976 年）である。両校と
も寄宿制で，食事，服，制服等が支給されるのに加え，すべての生徒に教科書，文房具，運動用品が
供給される。
7．サムツェ教員養成校
サムツェの教員養成校は，校長を含め 7人の教官の下，40人の学生を受け入れ 1968 年に開始さ
れた。同校はブータンの学校の教員を供給する。現在は，ブータンの学校の教員はすべて外部から補
充されている。
8．言語文化学校
この学校は，宗教教育を男子に提供するために第 1次 5ヵ年計画中に開設され，国の文化遺産をッ
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保全するのに役立っている。同校はまた，国内の学校においてブータン語（Bhutanese language）（35）
を教える教員を養成する。第 2次 5ヵ年計画中，150 人の学生が手当を受けていた。この計画を拡
大し，9ヵ月間，200人の学生に 100インドルピー／月を支給する。
9．技術学校
国内の様々な開発活動を考慮に入れ，カルバンディの技術学校は第 1次 5ヵ年計画中に開始され
た。主な目的は，国内の技術者の育成である。同校は約 50人の学生を受け入れるところから始まり，
第 2次 5ヵ年計画終了時には約 160 人の学生が在籍していた。同校は，大工職，洋服仕立業，機械
工学，自動車部門が機能しており，入学者数は第3次5ヵ年計画終了時までに250人を目指している。
もうひとつの技術学校は，第 3次 5ヵ年計画中に東部のデオタンに設立される。
10．教科書の翻訳・印刷
第 1次 5ヵ年計画開始前には，国語であるゾンカで書かれた本は 1冊もなかった。国語での本の
執筆及び国語への翻訳は教育局が担当した。この計画は第 3次 5ヵ年計画中も継続する。
11．学位奨学金
この計画の下では，ブータン人学生はインドの大学で高等教育を学ぶために留学している。国内に
大学を設立することによって，インドに留学する学生は専門性の高い科目を学ぶ者に限定されること
が期待される。したがって，第 3次 5ヵ年計画の最初の 3年間は，40人／年の留学生に奨学金を支
給する。これらの学生は3年間勉強を続ける。ティンプー大学が文系・理系の学生を受け入れるので，
第 4次 5ヵ年計画及び第 5次 5ヵ年計画では，新たな留学生はいないであろう。
12．インド留学奨学金
この計画の下では，ブータン人生徒はインドの大学入学試験（matriculation examination）／イン
ド中等教育修了資格試験（Indian School Certificate Examination: ISCE）を受験するまで勉強する
奨学金が支給される。第 2次 5ヵ年計画の終わりには，約 400 人の学生がインドで学んでいた。既
存の高等学校，パブリック・スクールの強化及び第 3次 5ヵ年計画での中学校の格上げによって，
新たな奨学金は必要なくなるかもしれない。しかしながら，すでにインドで学んでいる生徒は，第 3
次 5ヵ年計画中は勉強を継続することができる。
13．仏教研究学校
デチェンフォダン（Dechenphodrang）に仏教研究のための学校を開校する新たな計画が，第 3次
5ヵ年計画に含まれている。
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２．第 3次 5ヵ年計画の教育政策の特徴
第 3次 5ヵ年計画の教育政策には大きく 3つの特徴（36）を見出すことができる。
1つ目は，手厚い留学支援体制からの脱却である。第 2次 5ヵ年計画時には約 400人に及ぶ留学生
のすべての経費を政府が持ち，インド・西ベンガル州に位置するカリンポン（Kalimpong）では寄宿
寮も運営し教育局の局長補佐が駐在していた（37）。第 3次 5ヵ年計画においても学位奨学金やインド
留学奨学金は継続されており予算の割合も一定数を占めているが，ブータン国内における教育機会拡
充を踏まえ，高等教育機関で専門性の高い科目を学ぶ学生に対するものを除き，いずれはなくすこと
が想定されている。第 2次 5ヵ年計画にも「多数の留学生が存在するが，第 2次 5ヵ年計画の実施期
間中にブータン国内でこれらの教育を提供することを目指すため，中等教育段階までの留学生数はこ
れ以上増やさない予定である」（38）との記述が見られるが，第 3次 5ヵ年計画においては，より強く隣
国への留学に頼る教育事情からの転換が目指されていると言える。
2つ目は，ブータン国内における人材育成に向けた各学校の整備である。2つのパブリック・スクー
ル，教員養成校，技術学校，言語文化学校といった既存の学校の施設・設備を拡充し定員を増加さ
せること，及び国内初となる大学や新たな高等学校（＝中央学校），技術学校の設立が計画されてい
る。特に高等学校（＝中央学校）に対しては教育予算全体の 25.0％もの予算が計上されており，第 2
次 5ヵ年計画におけるそれが全体の 1.9％であったのと比較すると興味深い（表 3，表 4参照）。ティ
ンプー大学の構想は少々形を変え，カンルンのパブリック・スクールを格上げするかたちで 1976年
に 2年制の短期大学（junior college）シェラブツェ・カレッジ（Sherubtse College）が開校すること
になる。新たな技術学校（39）は，計画通り 1972年にデオタンに設立される。また，第 3次 5ヵ年計画
内では明確に構想されていないが，1973年 5月にプナカに国内 3校目となるパブリック・スクール（40）
が，1975年 11月にパロに国内 2校目となる教員養成校（41）が開校している。
3つ目は，教育の質的向上の重視である。第 2次 5ヵ年計画を引き継ぎ教育の量的拡大よりも質的
向上を重視する政策が採られており，とりわけ生徒（出席者）が 30人に満たない小学校 30校を閉鎖
するという措置に，教育の質を確保するために教育の量的拡大を抑制しようという意気込みが顕著に
見て取れる。第 2次 5ヵ年計画においても「各学年の生徒が 8人以下の（筆者注：初等教育）高学年
のクラスは閉鎖し，寄宿寮が整備されている中学校へと生徒を転校させる」（42）という計画が記されて
いるが，それをより強固にしたものであると理解される。ちなみに，当時採用されていた教育制度は 
6-2-2制であった。各学校の名称は，第 6学年までを有するものが小学校，第 8学年までを有するも
のが中学校，第 10学年までを有するものが中央学校であり，中学校や中央学校においても，初等教
育段階である第 1学年から最終学年まですべての学年が存在していた。
9つの具体的計画には，教育の質的向上のために国内のすべての学校に適切な訓練を受けた教員を
配置することが掲げられている。史実を紐解くと，1972年 2月 14日から 27日まで 2週間，サムツェ
の教員養成校において，インドの教育研究・研修協議会（National Council of Educational Research 
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and Training: NCERT）から派遣された 6人のインド人教育専門家の指導の下でブータン初の現職教
員研修が開催され，合計 64人の校長，教員等が受講している（43）。また，同年 12月から翌年 3月に
かけては，ロペン・ナド（Lopen Nado）やロペン・ぺマラ（Lopen Pemala）といった高名なゾンカ
専門家の指導の下で，サルパン，サムツェ，タシガン，パロにおいてそれぞれ 15日間，ゾンカ教員
の現職教員研修も実施されている（44）。第 3次 5ヵ年計画に記述は見られないが，教育の質を確保す
る手段として，教員養成に並び教員研修も不定期，もしくは定期的に実施されていたことが想像さ
れる。
「伝統と近代の共存」に関する明快な政策は計画されていないものの，伝統的価値観・文化の保護
という観点からは，ゾンカの振興に向けた取り組みを挙げることができるかもしれない。ブータンの
近代学校教育は教育制度，教科書，進級試験等ほぼすべての側面においてインドのものを借用するこ
とで成立した経緯を有しており，教授言語には当初は基本的にヒンディー語，1964年以降は英語が
表 3　第 2次 5ヵ年計画における教育政策の予算案 （10万 Rs.）
名　　　称 予算案 割　合
1 指揮系統（Direction） 12.82 4.6％
2 小学校（Primary schools） 72.54 26.3％
3 中学校（Jr high school） 30.04 10.9％
4 高等学校（Higher secondary schools） 5.16 1.9％
5A ティンプー・パブリック・スクール（Public school Thimphu） 31.99 11.6％
5B カンルン・パブリック・スクール（Kanglung public school: Tashigang） 43.32 15.7％
6 教員養成校（Training institute） 5.83 2.1％
7 博物館（Ta Dzong: Museum） 4.36 1.6％
8 視聴覚教育（Audio visual education） 0.45 0.2％
9 図書館（Library） 0.62 0.2％
10 言語文化学校（Rigney monastery school at Simtokha） 7.95 2.9％
11 技術学校（Junior technical school: Kharbandi） 17.16 6.2％
12 教科書の翻訳及び出版（Translation and publication of text books） 1.27 0.5％
13 手当（Stipend for school studies and training in Bhutan） 13.16 4.8％
14 学位奨学金（Degree scholarship） 2.09 0.7％
15
インド留学奨学金及びブータン・ハウス寄宿寮の管理
（Scholarship for studies in India and maintenance of Bhutan House hostel） 27.05 9.8％
合計
275.81
≒ 276.00 100.0％
出典）RGoB （1966） Second Five Year Plan, Thimphu: RGoB, pp. 24–31より筆者作成。
注 1） 視聴覚教育の経費は原文では 45,000,000Rs. （450Rs. in Lakhs）となっているが、45,000Rs.の誤りである
と考えられる。
注 2） 図書館の経費は原文では 6,200,000Rs. （62Rs in Lakhs）となっているが、62,000Rs.の誤りであると考え
られる。
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採用されていた。英語を教授言語としたのは，「インドをはじめとした諸外国で医学や工学等の高等
教育を受ける際に最も都合の良い言語」（45）であるからいうのが第 2次 5ヵ年計画時の政府見解である。
第 3次 5ヵ年計画には，決して声高とは言えないが，国語と位置づけられているゾンカの教員養成
やゾンカによる本の執筆，既存の本のゾンカへの翻訳を引き続き実施していくことが謳われている。
1971年には上述のゾンカ専門家らによるゾンカ・ハンドブックが出版されており，翌年にはゾンカ
教員の現職教員研修も始まっている。国語による教育を近代学校教育成立時からほとんど放棄してき
たブータンにおいて，ゾンカを巡る諸相は，以降の教育政策においても大いに注目されるべきもので
あろう。
さらに，第 3次 5ヵ年計画内の，言語文化学校が「国の文化遺産を保全するのに役立っている」と
いう記述や，後にデチェンフォダン僧院学校（Dechenphodrang Monastic School）となる仏教研究学
校設立の構想も，教育政策における伝統的価値観・文化の保護の一部と理解されうる。
おわりに
以上，1970年代前半のブータンにおける近代学校教育政策の特徴を，1971年から 1976年までの国
家開発の基本計画であった第 3次 5ヵ年計画を分析することによって明らかにした。その結果，当
表 4　第 3次 5ヵ年計画における教育政策の予算案 （10万 Rs.）
名　　　称 予算案 割　合
Ⅰ 指揮系統（Direction） 22.25 3.1％
Ⅱ
1 小学校（Primary Schools） 82.00 11.4％
2 中学校（Junior High Schools） 66.00 9.2％
3 中央学校（Central Schools） 180.00 25.0％
4 ティンプー大学（Thimphu Degree College） 73.00 10.1％
5 ティンプー・パブリック・スクール（Thimphu Public School） 43.75 6.1％
6 カンルン・パブリック・スクール（Kanglung Public School） 33.00 4.6％
7 サムツェ教員養成校（Teachers’ Training Institute, Samchi） 15.50 2.1％
8 言語文化学校（Rigney Monastery School） 11.50 1.6％
9 教科書の翻訳・印刷（Translation and Printing of Books in Bhutanese） 3.00 0.4％
10 学位奨学金（Degree Scholarships for Student in India） 16.60 2.3％
11 インド留学奨学金（Scholarships for Studies in India） 82.00 11.4％
12 仏教研究学校（School for Buddhist Studies） 4.90 0.7％
Ⅲ
1 カルバンディ技術学校（Technical School, Kharbandi） 49.00 6.8％
2 デオタン技術学校（Technical School, Deothang） 38.00 5.2％
合計 720.50 100.0％
出典） Ministry of Development, RGoB （1972） Third Five Year Plan 1971–1976, Thimphu: RGoB, p. 35より筆者
作成。
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時の教育政策には，①手厚い留学支援体制からの脱却，②国内での人材育成に向けた各学校の整備，
③教育の質的向上の重視という 3点に大きな特徴を見出せることが明確化した。これらの特徴から，
当時の教育政策は，1960年代後半の教育政策を継承しつつもブータン国内における教育機会拡充の
ための方向転換を促すものとなっていると結論づけられる。
冒頭で記した通り，ブータンにおいて一般に開かれた近代学校教育が導入されたのは 1950年代の
ことである。それから約 20年が経過し国内外の政情が変化する中，ブータンは国際連合への加盟を
果たし「独立国」としての意識を明確に持つ必要が出てきた。そのような背景をもとにして，初等教
育から高等教育までの全教育段階を国内で賄い，国民を自国内で育成することを目指す教育政策が生
まれたと想像できる。
ブータンの近代学校教育を研究するにあたっては，それぞれの時期において国家開発の方向性を形
成してきた 5ヵ年計画の詳細な分析をその基盤に位置づけることが必要不可欠であると筆者は考えて
いる。特に統計や出版物等の周辺資料の乏しい 1960～ 1980年代においては，5ヵ年計画は，当時の
社会状況や国家開発の状況を知るうえでの政府発行の希少な第一次資料である。引き続き，第4次5ヵ
年計画以降の 5ヵ年計画の特徴の分析を実施し，各時期のブータンの教育状況を究明したい。
謝辞
本研究を遂行するにあたり，公益財団法人三島海雲記念財団第 50回（平成 24年度）学術研究奨励
金を賜りました。ここに厚く御礼申し上げます。
図 1　ブータン全図
出典） National Statistics Bureau （NSB） （2008） Infrastructure Mapping of Bhutan 
2008, Thimphu: NSB.
22 1970年代前半のブータンにおける近代学校教育政策の特徴（平山）
注⑴ Bray, Mark （1994） The Costs and Financing of Primary Schooling in Bhutan, Thimphu: UNICEF, etc.
　⑵ Jagar Dorji （2005） Quality of Education in Bhutan: The Story of Growth and Change in the Bhutanese Education 
System, Thimphu: KMT Publisher, etc.
　⑶ Singye Namgyel （2011） Quality of Education in Bhutan: Historical and Theoretical Understanding Matters, 
Thimphu: DSB Publication, etc.
　⑷ 宮本万里（2006）「ブータンの近代教育制度の開発にみる教育計画の変遷―教育の国産化に向けて―」（杉
本均・山内乾史編『現代アジアの教育計画（上）』学文社）第 6章，162–181頁。
　⑸ 杉本均（2000）「ブータン王国における公教育と青年の意識―伝統と近代―」（京都大学ヒマラヤ研究会編
『ヒマラヤ学誌』第 7号）11–31頁等。
　⑹ 20世紀初頭まで，ブータンにおける唯一の教育機関は僧院であり，そこではチベット仏教の僧侶となるた
めに必要な素養の教育が施されていた。僧院教育は現在にいたるまで存続し，僧侶の養成機関として機能し
ている。本稿では，僧院教育と相対するものとして同国の近代の幕開けとともに誕生し，当初は少数精鋭の
エリート教育，後には国民的教育制度の成立と普及を目指した学校教育を「近代学校教育」と総称する。本
稿で「教育」と記すものは，特に断りのない限り近代学校教育を指すものとする。
　⑺ 平山雄大（2013a）「1940～ 1950年代のブータンにおける近代学校の類型とその対照的特徴」（日本国際教
育学会『国際教育』第 19号）42-59頁，平山雄大（2013b）「1960年代後半のブータンにおける近代学校教育
政策の特徴―『第 2次 5ヵ年計画』（1966～ 1971年）の分析を中心に―」（早稲田大学大学院教育学研究科『早
稲田大学大学院教育学研究科紀要　別冊』第 21号–1）79–91頁等。
　⑻ 平山（2013b）前掲論文。
　⑼ 1970年代後半の国家開発計画である第 4次 5ヵ年計画（1976～ 1981年）に関しては，A4用紙で 5頁ほど
の要約しか入手できておらず，詳察することが困難であると判断し，本稿の対象は第 3次 5ヵ年計画の対象
時期であった 1970年代前半に限定する。また，第 3次 5ヵ年計画には，内容は同一だが行間の違いから全頁
数が異なるいくつかの版が存在する。本稿では，GNH委員会（GNH Commission，旧計画委員会）が PDFファ
イルで公開しているものに，便宜上頁数を付したものを用いる。
　⑽ 現在のインド・シッキム州。
　⑾ Rose, Leo E. （1977） The Politics of Bhutan. London: Cornell University Press.（レオ・E・ローズ著／山本真
弓監訳，乾有恒訳（2001）『ブータンの政治―近代化のなかのチベット仏教王国―』明石書店。）
　⑿ Rustomji, Nari K. （1978） Bhutan: The Dragon Kingdom in Crisis, New Delhi: Oxford University Press, etc.
　⒀ Tandin Wangmo & Kinga Choden （2011） “The Education System in Bhutan from 747 AD to the First Decade 
of the Twenty-First Century”, in Yong Zhao （ed.）, Handbook of Asian Education: A Cultural Perspective, New 
York: Routledge, pp. 442–451.
　⒁ Ueda, Akiko （2003） Culture and Modernization: From the Perspectives of Young People in Bhutan, Thimphu: 
Centre for Bhutan Studies.（上田晶子（2006）『ブータンに見る開発の概念―若者たちにとっての近代化と伝
統文化―』明石書店。）
　⒂ 平山（2013b）前掲論文，85，88頁。
　⒃ 第 3次 5ヵ年計画の構成や予算案を明示する文献の希少性を考慮し，参考までに表 1及び表 2として取り
上げた。
　⒄ Planning Commission, Royal Government of Bhutan （RGoB） （1981） Fifth Five Year Plan 1981–1987 Main 
Document, Thimphu: RGoB, pp. 23–24.
　⒅ Kuensel （1972/8/30） “Tribute to a Beloved King”.
　⒆ Ministry of Development, RGoB （1972） Third Five Year Plan 1971–1976, Thimphu: RGoB, p.1.
　⒇ 高等学校の中で特にエリート校という位置づけの全寮制学校を「パブリック・スクール」とし，予算も別
枠で割り当てられていた。この当時，1965年 3月に設立されたティンプー・パブリック・スクール（Thimphu 
Public School）と，1968年 5月に設立されたカンルン・パブリック・スクール（Kanglung Public School）の
231970年代前半のブータンにおける近代学校教育政策の特徴（平山）
2校が国内に存在した。
　� Ibid., p. 3. ブータンにおいて提出されるこのような数値は文献によってかなりの相違が見られ，必ずしも同
計画が提示するものが正確であるとは断言できない。例えば，第1次5ヵ年計画開始時の学校数及び生徒数は，
11校 400人，11校 440人，59校 1,500人，59校 2,500人，60校 3,000人，70校 4,400人，72校 2,500人等報
告書や論者によって様々なものが提出されている。
　� Ibid. ただし，同計画内には「第 2次 5ヵ年計画終了時，約 400人がインドで学んでいた」との記述も見ら
れる。Ibid., p. 33.
　� 以下，カタカナに原文を付記しているものはブータン国内の地名である。併せて図 1を参照されたい。
　� 1961年に設立されたリグネイ学校（Rigney Institute / Rigney School）。現在の言語文化学院（Institute of 
Language and Culture Studies: ILCS）。
　� 1965年 4月に設立されたドン・ボスコ技術学校（Don Bosco Technical Institute / Don Bosco Technical 
School）。現在の科学技術カレッジ（College of Science and Technology: CST）。
　� 1968年 5月に設立された教員養成校（Teachers’ Training Institute）。現在のサムツェ教育カレッジ（Samtse 
College of Education）。
　� Ibid., p. 6.
　� 政府の教育開発に対する意欲は強く，1969年にブータンを訪れた京都大学の学術調査隊は，「国王をはじ
め政府主脳の教育に対する熱意と実行力は並々ならぬものがあり，他の開発途上国に比べてむしろ特異と感
じられるほどであった」と感想を記している。桑原武夫編（1978）『ブータン横断紀行』講談社，87頁。
　� Ministry of Development, RGoB （1972） op. cit., p. 31.
　� 詳細は不明であるが，後述のゾンカ専門家やゾンカ教員を指していると考えられる。
　� ゾンカ（Dzongkha）を指している。
　� 以下，ゴシック体の箇所は Ibid., pp. 31–33の要約である。
　� 第 1次 5ヵ年計画開始時に既に 59校が存在していたとされているので，多少誇張された表現であると言
える。
　� ブータンの国語。第 3次 5ヵ年計画には「ブータン語」（Bhutanese language）という単語も使われている。
　� ゾンカを指している。
　� 特徴の提示順は，平山（2013b）前掲論文に提示した第 2次 5ヵ年計画における教育政策の特徴の順番に対
応させている。
　� 平山（2013b）前掲論文，87頁。
　� RGoB （1966） Second Five Year Plan, Thimphu: RGoB, p. 31.
　� 王立ブータンポリテクニック（Royal Bhutan Polytechnic: RBP）。現在のジグメ・ナムゲル・ポリテクニッ
ク（Jigme Namgyel Polytechnic: JNP）。
　� 現在のプナカ高等学校（Punakha Higher Secondary School）。イエズス会修道士ジャック・コフィ（Jack 
Cof fey）の指導の下で開校し，1973年 8月の時点で 94人の生徒（うち 32人は女子）が学んでいた。ジャッ
ク・コフィは，1965年よりブータンにおいて同じくイエズス会修道士のウィリアム・ジョセフ・マッキー
（William Joseph Mackey）の補佐を務め，1968年よりカンルン・パブリック・スクールに勤務していた人物
である。Kuensel （1973/8/12） “Public School Opened at Punakha”.
　� 教員養成センター（Teachers’ Training Centre: TTC）。現在のパロ教育カレッジ（Paro College of Education: 
PCE）。
　� RGoB （1966） op. cit., p. 25.
　� Kuensel （1972/2/27） “First In-Service Teachers’ Training Course held at T. T. I. Samchi”.
　� Kuensel （1972/12/3） “In-Service Training for Bhutanese Language Teachers”.
　� RGoB （1966） op. cit., p. 23.
